
議   第   ４１   号   

令和 ３ 年 ２ 月１９日提出   

 

   熊本市長等の給与に関する条例の一部改正について 

 

 熊本市長等の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

熊本市長等の給与に関する条例（昭和３１年条例第２６号）の一部を次のように改

正する。 

 

 第４条第２項中「前項」を「前項の規定」に、「による」を「によること」に改め、

同条に次の１項を加える。 

３ 第１項の規定により一般職の職員の例によることとされたもののうち常勤監査委

員の扶養手当の支給については、給与条例第９条第１項ただし書の行政職８級職員

等の例による。 

 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 （提出理由） 

常勤監査委員の扶養手当の額を、行政職員給料表又は消防職員給料表の適用を受

ける職員でその職務の級が８級であるもの及び医療職員給料表の適用を受ける職員

でその職務の級が５級であるものと同額とするため、所要の改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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熊本市長等の給与に関する条例（昭和３１年条例第２６号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（給与の支給） （給与の支給） 

第４条 前２条に定める給与の支給については、一般職の職員の例による。 第４条 前２条に定める給与の支給については、一般職の職員の例による。 

２ 前項の規定により一般職の職員の例によることとされたもののうち期末手

当の支給の割合については、次に定めるとおりとする。 
２ 前項   により一般職の職員の例による  とされたもののうち期末手

当の支給の割合については、次に定めるとおりとする。 

(1) 熊本市一般職の職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第５号。以下
「給与条例」という。）第３０条第２項（各号を除く。）に規定する期末

手当基礎額に乗じる割合は、同項の規定にかかわらず、１００分の１７０

とする。 

(1) 熊本市一般職の職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第５号。以下
「給与条例」という。）第３０条第２項（各号を除く。）に規定する期末

手当基礎額に乗じる割合は、同項の規定にかかわらず、１００分の１７０

とする。 

(2) 給与条例第３０条第５項において、規則で定めることとされている割合
は、同項の規定にかかわらず、１００分の２０とする。 

(2) 給与条例第３０条第５項において、規則で定めることとされている割合
は、同項の規定にかかわらず、１００分の２０とする。 

３ 第１項の規定により一般職の職員の例によることとされたもののうち常勤

監査委員の扶養手当の支給については、給与条例第９条第１項ただし書の行

政職８級職員等の例による。 

〔新設〕 

附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 


